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エコノミスト会議

経済活性化戦略が見えなくなった

工藤 今回の税制改革論議を皆さんどう

見ているのか、まずその評価から伺いたい

と思います。

高橋 そもそも首相のお膝元の経済財政

諮問会議で、活力に重点を置いた税制改革

を議論しようという話だったと思うんです

ね。基本的には経済財政諮問会議が経済運

営全体のことを踏まえた上で税制のあり方

について政府税調（税制調査会）と自民党

税調にそれぞれ諮問する、そういう形で議

論を進めていくのが一番理想的だったと思

います。けれども実際にどうなったかとい

うと、政府税調は税の観点でしか物を言わ

ない、それから党税調も基本的には足元の

景気対策という観点からしか物を言わな

い。それでもなお、そういう三者の意見が
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出そろったところで、改めて首相が最終的

な経済運営について結論を下すということ

が一番理想的だったと思います。

ところが、どうも活性化の議論は増税の

議論にすりかえられてしまう。あるいは減

税先行ということについては、短期的な経

済刺激、あるいは景気対策という観点にす

り替えられてしまう。そういうすり替えが

起きているにもかかわらず、首相あるいは

経済財政諮問会議でそういった議論につい

て反論も出なければ（議論の）立て直しも

行われないという状況で、活性化のための

戦略そのものが見えなくなってしまってい

るというのが現状ではないかと思います。

あらかじめ結論を言ってしまえば、私は

個人的には短期、中期、長期というふうに

時間軸で分けて、その上で、とるべき経済

政策を整理してみて、そして税制、あるい

はそれ以外のことについても仕切り直しを

してみるというのがいいのではないかと思

います。もしそれがないとすると、今の税

制改革論議というのは結局、大山鳴動して

ネズミ一匹というような結果になって、失

望に終わってしまうのではないか。それは

単に税制改革だけではなくて、小泉改革全

体の失敗につながっていくという気がして

ならないのです。

もうちょっと具体的に申し上げると、私

どもはいずれ増税せざるを得ないというこ

とは分かっている。だから、政府税調が増

税を答申として出してくるのも分かってい

る。一方、足元の景気がおぼつかない状態

が続いているから、景気刺激的な減税を求

める声が出てくるのも分かる。そういうこ

とを踏まえた上で、中期的に――２～３年

ということですが、小泉さんがおっしゃっ

ていた、いわゆる集中調整期間の間に何を

するかというところがポイントだったと思

います。その辺の議論が一緒になってし

まっている。

さらに言えば、例えば１年以内という短

期の時間軸で見れば、景気の回復テンポが

非常に遅いことは分かっているわけですか

ら、あえて歳出をカットしてまで税制改革

をすべきなのかどうか。１年以上３年以内

の集中調整期間という中期であれば、その

間に増減税一体ではなくて、先行減税する

のかどうか。３年以上という長期であれば、

デフレ脱却のめどが立ってきたところで増

税という話になるのでしょうから、その先

はどうやって増税するか、そういった時間

軸での切り方で税制なり、マクロ経済運営

の枠組みなりを提示するべきなのに、それ

が今回全くなされていない。それが最大の

問題点なのではないか。

どうも今のまま行くと、仕切り直しがな

いままに、ずるずると何が何だか分からな

い政策に落ち着いてしまうのではないか。

そうだとすると、そもそも描いた経済活性

化という政策目的は全く達成されないとい

う危険性が出てきているのではないかと思

います。

「骨太の方針」は大きく進歩した

フェルドマン 6月25日に閣議決定された

「骨太の方針第2弾」（経済財政運営と構造

改革に関する基本方針2002）は非常に進歩
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があったと思います。前回のこの「エコノ

ミスト会議」の議論で、税制改革について

私が非常に懐疑的だった理由は２つありま

す。１つは（税の）原則があいまい、もう

１つは決定プロセスもあいまいということ

でした。でも、「骨太の方針第2弾」では、

原則についてかなりはっきりした定義が

入ったんです。石弘光政府税調会長から異

論はあったようですが、「公正、中立、簡

素」という３つの原則はそのままにしなが

らも、これを「公正、活力、簡素」と解釈

しますということがはっきり書いてありま

す。

公正の中では、結果の平等より機会の平

等を重視する。すなわち税制は所得再配分

のためではないという意味合いも入ったと

いうことですので、これは大きな進歩だと

思います。

もう１つは活力。これは人と企業の選択

を歪曲させないという意味であるというこ

とをはっきり言っているのですね。

簡素というのは、税当局のための簡素で

はなく、納税者のための簡素だということ

もはっきり書いてある。だから、原則の問

題は随分進んだと思います。

もう1つの問題は決定プロセスですけれ

ども、自民党税調、政府税調、諮問会議と

いう３つの機関での議論が結構激しかった

ようですが、結局、中身を見てみますと、

税制改革の財源は原則として国債に依存し

ない。増減税同額ではなくて、減税が必要

である。これは国際競争のため。その分、

支出を削減しますということは、かなり

はっきり読み取れるわけです。

そういう意味で、政府税調がこれでかな

りつぶされたと思います。首相がある程度

までリーダーシップを発揮した。あるいは

違う言い方をしますと、政府税調が諮問会

議の部会になったのではないかということ

で、これは良いことだと思います。もちろ

ん専門的な知識は必要だと思いますが、経

済運営全体の中で（税制を）どうすべきか

という視点は（「骨太の方針第2弾」には）

かなり盛り込まれたと思います。

では、どれだけ支出を削減する必要があ

るかということですが、具体的な数字は

入っていませんが、改めてプライマリーバ

ランス（国債費関連を除いた基礎的財政収

支）を黒字にさせますということは書いて

あります。今のＯＥＣＤ（経済協力開発機

構）の推計では、プライマリーバランスが

ＧＤＰ比で5.3％のマイナスですから、少

なくともその分、改善が必要です。それを

前提に、増税はいくらか、支出削減はいく

らかということになると、減税をしようと

思っているから、それ以上の支出削減が必

要になります。

こういう雰囲気の中で、道路公団民営化

推進委員会のメンバーが選ばれたわけです

ので、当然、古賀誠（前自民党幹事長）さ

んなどがすごく怒りますよね。（自民党道

路族の反発にもかかわらず）猪瀬直樹さん

が任命されただけではなくて、「これだけ

支出を下げますよ」ということをはっきり

ここに書いたわけですから、抵抗勢力はも

う冷や汗でしょう。

だから、もちろんパーフェクトではない

けれども、（「骨太の方針第２弾」には）良
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いところがたくさん入っていますし、抵抗

勢力に対するものすごい挑戦だと思う。国

会の会期の７月31日までにこの議題がかな

り進まない限りは、あれだけの道路の委員

会の人選をしたわけだから、総選挙になっ

てしまうのではないか、そういう可能性は

高まったかなと思っています。

だから、この税制改革についての議論は、

私が予想したよりもはるかに進んだなとい

う気がします。

経済財政諮問会議の存在があいまいに

工藤 税制改革の基本方針を示したのは

経済財政諮問会議ですが、これとは別に政

府税調が出した答申もあります。それは統

一されているわけではない。つまり、経済

財政諮問会議の基本方針が完璧に政府の意

思決定のバイブルになったわけではないで

しょう。

フェルドマン そうですけれども、これ

は首相の直轄機関で、小泉さんの影響が大

きいわけです。政府税調は石さんが決める

わけです。だから、誰が偉いのか、石さん

か小泉さんかというと、これははっきりと

小泉さんですよね。

コール （意思決定の）プロセスとして

は非常に競争的になってしまった。と同時

に、プロセスの透明性もはっきりしたわけ

です。石さんがリーダーシップをもつ政府

税調は何が欲しいかというと、スローガン

的に言いますと「増税なし改革なし」とい

うこと。それをマーケットがどう受け取る

かというと、それは「成長なし」というこ

とになる。

経済財政諮問会議の税制改革案に対して

政府税調から反対の声はあるかもしれない

けれども、これはある意味ではバランスを

とっており、非常に良いと思っているんで

す。

益田 今回の税制改革の議論をめぐって、

経済財政諮問会議のあり方が宙ぶらりんだ

ということが改めてよく分かったと思いま

す。一般的には小泉総理は、経済財政諮問

会議を支持しながら、最後の段階になって

政府税調の方にぐっと傾いて、諮問会議が

裏切られたような形になってしまいまし

た。けれども、諮問会議自身もちょっと考

え直さなければいけないところがあると私

は思います。それから、諮問会議をどう位

置付けるのかということもしっかり議論し

なければいけない。

諮問会議が今回教訓としてしっかり認識

しておかなければいけないことが２つあり

ます。１つは細部に入り過ぎたこと。例え

ば、政府税調と諮問会議との関係を考える

と、諮問会議はあまり細部にまで言及する

べきではない。昔は党税調と政府税調とで

は、党の方は現実的かつ政治的な立案をす

る、政府税調は筋論をするということで、

ある程度すみ分けできていました。今、諮

問会議がその間に入りこんで、二兎を追っ

たような形になっている。ですから政治的

な動きをしながらも、細かい税の論議にま

で踏み込んでしまったということがありま

すね。

本来はそういう細かい議論をする前に、

マクロの中長期的なビジョンを具体的に示
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す、これが本来の経済財政諮問会議の一番

の役割だったと思うんですね。これをまず

徹底的にしないうちに細かいところに次々

と入って、研究開発減税、投資減税や税制

特区という個別具体的なことに行ってし

まった。これが空中分解する原因になった

のではという気がします。

もう１つは、諮問会議の位置付け、権限

の問題ですね。本来は全体的な経済運営に

ついての大きなビジョンをまず諮問会議が

責任を持って出して、その下に政府税調な

りいろんな審議会なりが入る。審議会や調

査会が諮問会議の部会になるのが本来の道

ですけれども、現実はそうはなっていない。

ライバル関係になってしまっている。これ

は権限の問題ですから、総理、あるいは政

策決定過程、政治の問題ということになる

のかもしれないですが、そのところをきれ

いに整理し直す必要があると思います。

政治の抵抗が手足を縛っている

工藤 例えば官僚と話をしていますと、

経済財政諮問会議はかなり腰砕けという

か、形骸化されたという人が多くて、竹中

さんを含めてほとんど空中分解の状態にな

るのではないかという意見が結構ある。

政府税調と経済財政諮問会議がいろいろ

な形で議論するというのは分かっていたわ

けです。それで（経済財政諮問会議の）民

間委員を中心に考えた活力をベースにした

税制改革という方針に首相が合意しておき

ながら、政府税調に対しての指示は内容が

がらりと変わってくるわけです。例えば歳

出カットによって減税財源を捻出するとい

うところが外形標準課税になったり、いろ

いろな形で変わっている。

つまり、フェルドマンさんがおっしゃる

ように経済財政諮問会議のボスは総理です

から、小泉さんがある程度の考え方とか理

念の方向性を示さなければいけないはずで

すが、何となく政府税調、つまり主税局の

意見に流されてしまったという感じがする

んですよ。そうすると、今後も首相がリー

ダーシップを発揮することに期待するの

は、かなり甘いんじゃないかという感じが

しています。

高橋 政府税調の基本的な考え方は、外

形標準を入れるとか実効税率を下げると

か、その点については経済財政諮問会議と

一致しているわけです。ただ政府税調とい

うのは増減税一体、あるいは増減税中立と

いう観点でしか答申を出していない。実効

税率を下げるのであれば、その分、外形標

準課税を導入して、課税対象を広げましょ

うと。もともと税収が中立になるようにし

かつくっていないわけですから、その政府

税調の答申をそのまま受け入れるというこ

とでは、そもそも活性化にならないのでは

ないか。そもそも減税にもならないわけで

すよね。そこについて、もう一度諮問会議

に戻しての判断がないということが１つ。

それから先ほどは政府税調と経済財政諮

問会議のことだけ話題になりました。今度

は自民党、政権与党と経済財政諮問会議の

ことを考えてみると、党は減税しろと言い

ながら、一方で歳出カットはまかりならん

と言っているわけですね。公共事業をカッ
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トするのは、短期的にも中長期的にも基本

的には非常に難色を示している。

そうすると、例えば増減税一体という考

え方ではなくて、次に財政中立という考え

方がある。減税財源は歳出をカットしてつ

くりましょうという話があったはずです。

これは結局、自民党が公共事業あるいはそ

れ以外の歳出カットについても抵抗する姿

勢を強く示しているために、立ち消えに

なった。

つまり、増減税中立、あるいは財政中立、

どこをとってみても結局、減税の余地がな

くなってきたように聞こえる。

財政中立を外して財政赤字拡大という手

も１つあると思うのですが、これについて

ははなから小泉さんは嫌だと言っている。

要は税の形を変えるという議論にはなって

きたけれども、少なくとも減税をするとか、

あるいは活力を生むためにどうするという

議論が全く吹き飛んでしまっている状況に

なっているのではないか。

もちろん増減税中立で、その中で経済活

性化を考えるということもあり得ると思い

ます。けれども、よく中身を見てみると、

総務省案で示された外形標準課税と、結果

としての実効税率の引き下げというものが

本当に活性化に資するのかという観点から

決してそうではないのではないかという気

がする。

そういう意味では各部会がそれぞれカー

ドを切り合うことはいいのですが、最終的

に全体を踏まえて決断をするのは首相であ

り、あるいは経済財政諮問会議の中でもう

1回その運営について仕切り直しをすると

いう行為が必要なのではないか。

フェルドマン この前、石さんと話した

ときに、外形標準課税はむしろ減税だとい

うことを言っていました。

益田 それは地方税の部分を減税するか

らということですね。

フェルドマン だから、外形標準課税を

導入して他の税金を下げることで、１つは

減税であるということ。もう１つは、例え

ばベンツを買ってそれを損金として記入す

るところを、それができなくなって経済効

率が上昇するのではないか。そういう意味

で、外形標準課税は活性化に多少貢献する

のではないかということも言えると思いま

す。

構造改革は後退したのか

工藤 今の流れとしては、歳出カットに

よって減税財源を捻出するという議論がな

くなって、減税財源を外形標準課税で賄う

という形に変わってきますよね。経済活性

化のために、こうするというロジックの中

で外形標準の話が出てきたわけではない。

益田 政府税調を擁護するわけではない

のですけれども、税調としては税収ニュー

トラルで考えざるを得ないんですよね。と

いうのは、その前に本当は中長期的なマク

ロバランス、例えばいつまで先行減税をし

て、その後いつから増税するのかというス

ケジュールがあって税調は初めて税制のこ

とを考えられるわけです。

経済財政諮問会議は、今年１月に「構造

改革と経済財政の中期展望」という答申を
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出しましたね。中期展望を出して、アウト

ラインの数字だけ出したんだけれども、そ

こからいきなり今度は税制そのものの議論

に入っている。本当はそこで財政の総合的

な歳出、歳入の長期的なスケジュールを詳

細に示して、その中で税制改正の大枠の議

論をするというのが筋ですよね。そこを飛

躍させているわけです。飛躍したまま、活

力がどうだとか、法人税引き下げだ、外形

標準課税だという個別の議論に行っている

から空中分解したのではないかと思うんで

すね。

工藤 政府支出のＧＤＰに対する比率を

現在の水準を上回らない程度とすると決め

ています。だから事実上、経済財政諮問会

議のほうから見れば（赤字国債発行の）30

兆円枠ではなくて、昔のアメリカようにス

ペンディングキャップのように支出に対し

て上限枠をはめた形に展開しているわけで

す。

益田 もし諮問会議が、「例えば３年間は

先行減税をします、その後で消費税率アッ

プなり外形標準課税を入れて増税していき

ます」というスケジュールをきちんと出し

て、「税収のＧＤＰ比はこれぐらいにしま

す」という計画を示して、「その中で政府

税調は、税の形を考えてくださいよ」とい

うことであれば、それは税調も乗れる話だ

ろうと思うんですね。

工藤 この前、言論ＮＰＯで（経済財政

諮問会議民間委員の）本間正明さんと石さ

んの対談をしたんですが、石さんが「税制

の問題というのは工程表をつくるのが非常

に難しいだろう」と言っていた。一つ一つ

が政治問題になるので、経済運営の改革工

程表と税制の工程表がちょうど合うかどう

かは非常に疑問だ、と。つまり、政治に対

する疑問を石さんは示したわけです。

益田 なぜ諮問会議が答申した通りにな

らないかというと、それは諮問会議が悪い

のではなくて、先ほど高橋さんがおっ

しゃったようにまさに政治の問題です。歳

出カットをしようと言っても、政治がもの

すごく抵抗する。それをきっぱりと押し切

るだけのリーダーシップが小泉首相にな

かったというのが根本の問題ですね。

フェルドマン 小泉さんが巻き返さない

と改革は終わってしまうということがわ

かったと思うんです。だから道路公団の問

題であのような人選もしました。「骨太の

方針第2弾」ではっきりと国債に依存しな

い、税制改革は徹底した歳出削減とともに

行い、簡素で効率的な政府をつくると、

ちゃんと哲学も入っていますよね。

例えばプライマリーバランスをどこまで

もっていくか、金額の推計の問題もありま

すが、私の計算では少なくとも43兆円の改

善が必要です。その43兆円のうちの何割を

増税で、何割を歳出削減で改善するのかと

いうことをはっきりした数字で示している

人は、まだだれもいないようです。でも、

「骨太の方針第2弾」の行間を読めば、でき

る限り歳出削減でやりますよという考えが

入っているのではないでしょうか。だから、

私は小泉さんの本来の哲学が少し戻ってき

ているなという感じがします。

高橋 私はまるで逆のニュアンスで受け

取ったんです。歳出削減をして減税財源を
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出すか、それとも財政赤字を削減していく

かという議論は、そもそも増税をやる前に

あったと思います。ところが、今回の自民

党との間の話を見ていると、自民党側は公

共事業は削減させない、それも来年度予算

に限らず、将来についても削減に対して非

常に否定的。それを経済財政諮問会議側は

どうものまされた形になっている。従って、

歳出削減を通じた財政健全化というルート

が今までよりもより狭くなってしまったの

ではないか。逆に言えば、増税しか待って

いないのではないか。政府税調の言うこと

だけ聞いていれば、来年から増税が始まる

かもしれないというところまで来てしまっ

ているわけで、これは小泉路線の後退では

ないか。

それから道路公団についても、確かにメ

ンバーは非常に改革志向の人が選任された

のは間違いないと思うのですが、問題はこ

れが数ヵ月後に答申を出したときに、その

答申が果たして通るかどうかということだ

と思います。今回の経済財政諮問会議の答

申が切り刻まれて形をなくしてしまったよ

うに、道路公団民営化についての答申も、

結局、自民党がイエスと言わない、結果的

に通らないということになり得る可能性は

多分にあるのだと思うんですね。

そういう意味で、今回の一連の税とか財

政の議論を見ていると、小泉内閣の力が落

ちてきている、あるいはリーダーシップが

落ちてきたことが大きな背景にあって、結

局これからいろいろなことで良い答申が出

てきたとしても、それが実行されない、あ

るいはねじ曲げられてしまうという危険性

が大きくなってきた。そういう否定的な考

えを持たざるを得ないんですね。

フェルドマン 実行が問題だというのは

大賛成です。それは大賛成ですが、できる

かできないかということは選挙次第という

ことかと思うんです。

高橋 選挙になればいいですけれども、

小泉内閣は解散総選挙はしないと言ってい

る。今は自民党はとにかく選挙はしたくな

いわけですね。ですから小泉内閣も選挙な

しでこのまま行く。そうすると、いかにし

て内閣の存続基盤を維持するかといえば、

自民党のいわゆる抵抗勢力と呼ばれている

人たちと妥協していかざるを得ない。まさ

にその妥協が今こういう形で出てきている

のではないか。

もちろん、小泉さんが独裁的だという批

判もありましたから、みんなの意見を聞い

て進めていくのはいいことだとは思いま

す。しかし、そのみんなの意見というのが、

結局改革に抵抗している人たちの意見です

から、改革が止まることにつながっていく

のではないかという危惧を非常に強く抱か

ざるを得ないのですけれどもね。

秋の予算編成が改革のヤマ場

工藤 ここで議論が必要なのは、税制改

革についてはだれが政策決定権を握ってい

るのかということです。この前、石さんと

本間さんの対談をやった時は、経済財政諮

問会議は長期的な経済運営から含めて大き

なビジョンをつくる、個別論の詳細設計は

政府税調に任せてくれということだった。
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そういう区分けが本当にできていると思い

ますか。

益田 いや、思いません。本来はマクロ

ビジョン、あるいは中長期的な財政運営、

経済運営を諮問会議がやって、それを政府

税調に落とすという形が理想でしょうけれ

ども、今はその両者がライバルになってし

まっている。

フェルドマン 政府税調だってそんな細

かいことをやっているかというと、やって

いない感じがしますね。

コール 税制の話は性格な数字を出さな

いといけないと思うんです。ドイツやアメ

リカではいつもそういう方向です。政府側

から数字が出ると、民間のほうからもシン

クタンクなどがきちんと対案が出せる。日

本はそれができない。

益田 確かに何でこんな混乱をするのか

というと数字を出さないからですよね。

「骨太の方針第２弾」はよくできています

けれども、明文化した時に数字が盛り込ま

れていない。だから、実際に政策を実行す

る段階になると、必ず同床異夢みたいなも

のが起こってくる。

去年、内閣ができて3ヵ月目で「骨太の

方針」が出て、これは評価された。ただ、

それがいつ実行されるのかというと、１年

たった今でもあまり成果がないわけです。

その成果を見せる前には、具体的な数字、

スケジュールというのが出てこなければい

けない。それは今からでも遅くない。

フェルドマン 当然数字は出すべきだと

思うんですが、なぜその数字が出ないかと

いうと、政治的にあまりに基盤が脆弱だと

いうことが問題だと思うんですね。これは

誰が悪いかというのではなくて、日本国民

がはっきりした形でやってほしいことを言

わないからだと思うんです。国民側が何を

選ぶかという選択肢を政治が示していない

という指摘もありますが、我々民間から数

字を提供する義務があると思うんですね。

これだけ非常に微妙な政治状況の中で数字

を出すのは、政治生命を危うくする可能性

があるから、私はむしろ当然だと思うんで

す。「死んだライオンより、生きている犬

のほうがいい」ということだから。

コール 自民党税調は今回の税制改革論

議ではあまり目立った発言をしていません

が、これから秋の予算編成の時期に入ると、

党税調の声がだんだん上がってくるのでは

ないでしょうか。その時に、もうその他大

勢に経済諮問会議が追いやられてしまうリ

スクは非常に高いと思います。そうなると、

税制改革のスキームや哲学は関係なくなっ

て、政策減税の動きが一気に高まるのでは

ないか。

高橋 おっしゃるとおりだと思います。

自民党の声、特に党税調の声は政策減税志

向ですよね。その同じ党が一方で公共事業

はカットしない、歳出カットしないと言っ

ているわけですから、短期的な内需刺激は

するけれども、中長期的な観点で財政をど

う立て直すかということについては一切言

わない、あるいはビジョンをもともともた

ないんですね。

フェルドマン ごまかしているわけです

ね。

高橋 そのごまかしに今回は経済財政諮
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問会議の作文も結局乗らされてしまってい

る。そういうふうに考えていくと、増税と

政府税調が言い、歳出カットをしないと党

が言うことで、結局、小泉内閣の手足を今

縛る形になっているのではないか。

工藤 流れとしてまさに政治が思ってい

る方向で動いていますよね。

益田 小泉総理が妥協し始めているわけ

ですね。でも、何で彼が妥協するのか不思

議ですね。彼は政治生命を延ばしたいから、

妥協するのだろうけれど、妥協して、訳の

分からないことになると改革が進まなくな

るだけです。そうすると、結局、彼は必ず

政治生命を失うわけだから、本当は妥協し

ても何の意味もないはずなんです。

例えば、誰が考えても、将来何らかの形

で財政再建をしなければいけないというこ

とは分かっているわけです。痛みが確実に

あるわけです。本来はその痛みを隠さずに、

具体的に数字に示して世に問わなければい

けない。しかし、それができずに、きれい

ごとばかり言うから妥協せざるを得なくな

るように思います。

足元の景気対策と財政再建を

どうつなげるか

高橋 私が思うには、長期的に見て日本

が増税不可避であるということはみんな分

かっている。あるいは財政再建をしなけれ

ばいけないということも国民は分かってい

る。ただ、足元の景気が非常に弱くて、デ

フレが続いている。このことと長期的な増

税をどうつなげていくのかという観点で、

短期的あるいは２～３年のタームで何をす

るのかということ。そのことと長期に増税

するということをどうつなげるか、そのマ

クロ経済運営についてきちっとした枠組み

を小泉さんに提示してほしい。

ところが、どうも話がごちゃごちゃに

なって、中長期的なビジョンさえも崩れて

いくような気配が出てきている。それが怖

いんですね。

もともと去年の「骨太の方針」を示した

ときに、「10年ぐらいかけてプライマリー

バランスを均衡させましょう、そのために

は歳出カットをやります、そしてあとの必

要な部分については増税になるかもしれま

せん」というところまではコンセンサスと

してできかけていたと思うんですが、その

こと自体が崩れ始めている。私は非常なる

危機感を感じるんですけれどもね。

工藤 お話を伺っていると、第１ラウン

ドとしての歳出カットを、いろんな政治的

な抵抗があって放棄したというところに最

大の失点があるように思えますが。

高橋 おっしゃるとおりだと思いますね。

減税の原資がなくなるということだけでは

なくて、そもそもプライマリーバランスを

達成するために、歳出カットというルート

がどんどん減っていくということ自体が、

結局最終的には増税を言っているというこ

とになりますからね。

フェルドマン 基本的な問題は、これか

らは戦略よりも戦術だと思うんですね。例

えば、抵抗勢力の人たちは今ものすごく

怒っているわけです。高橋さんがおっしゃ

るとおり、支出削減は絶対反対ということ
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ですから、どういうふうに彼らを説得させ

るのかということが基本的な問題だと思う

んですね。だから戦略ではなくて、戦術。

工藤 フェルドマンさんが前回のエコノ

ミスト会議で言っていたのは、戦略を示し

て、国民と契約を結ぶ、そのために総選挙

をすべきだということでしたよね。つまり

将来的な増税も逃げ隠れはせず、今は経済

をまず回復させましょうと。そういうこと

を国民に示して、国民側と信託を結んでや

るしか、小泉さんが政治的基盤を固める方

法はないという話でした。

フェルドマン それはできていません。

だけど、とにかく支出削減を中心にしてや

りましょうという小泉内閣の意図を私は読

み取っている。

先ほどおっしゃいましたように、コイズ

ミノミックスって何ですかということがむ

しろ大事だと思うんです。例えば、プライ

マリーバランスを回復するためには、少な

くとも43兆円の改善が必要です。これを日

本の有権者に聞きたいんです。43兆円の穴

を埋めるには、例えば支出削減６割・増税

４割、支出削減７割・増税３割、支出削減

８割・増税２割、その３つの中で選んでく

ださいというメニューがもし国民の前に出

された場合、日本国民はどれを選ぶのか。

コール でも、プライマリーバランスの

改善のためには増税と歳出カットだけじゃ

ないわけなんです。米国の90年代のプライ

マリーバランスの改善を例に挙げると、大

体6割が経済成長、4割が80年代の税制改革

によって達成されているんです。

フェルドマン ただし、日本で経済成長

はあり得るかということが問題ですし、成

長が来るから大丈夫だと思うのは甘過ぎる

から、とりあえずこういう数字をもとにし

て頑張ろう、もし成長があったら、よかっ

たと思えばいいんじゃないですか。まず野

菜を食べて、次にデザートを食べようとい

うことです。

益田 こういう数字をもとに国民が選択

しなければいけないということですね。で

きればもう少し、具体的な数字に落として

国民に問うと良いですね。例えば、実際の

自分の所得の中での実税負担や年金・医療

負担がどれぐらいの割合になるのか、それ

が10年後にどれぐらいになるのか、それが

嫌なら公共サービスカットといったとき

に、実際に警官がどれぐらい減るのか道路

整備のどこをあきらめるか、といったこと

も示したいですね。英米なんかではそうい

う具体的な数値をマニフェスト（政策綱領）

にうたっています。

財政再建は経済成長が大前提

高橋 増税か歳出カットかという話で1年

ぐらい前に私どもも計算したんです。例え

ば名目成長率が最低でも2.5％なければ、

どんなプライマリーバランスの計算をして

も絶対これは無理なんですね。2～3％成長

にもっていく、これが大前提。

その上で、うまくやれば、歳出カットす

れば増税しなくても何とかなる。プライマ

リーバランスの均衡までだったら行ける。

そういう考え方に行けば、まず歳出カット

でできるところはカットしていく。増税は
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最後の手段。こういうところについては一

応それなりのコンセンサスはあったのでは

ないかと思うんですけれどもね。

工藤 歳出カットについては、経済財政

諮問会議は明示的に言っています。

高橋 経済財政諮問会議の中で民間議員

が主としてそういう主張をしている。それ

に対して、当然閣僚からは、もうちょっと

慎重な言い方が出てきていた。しかしなが

ら、とりあえず経済財政諮問会議の案とい

うことで、今私が申し上げたようなことを

中心に、まず経済活性化を図りましょうと

いうところまで行ったと思うのです。が、

ここに来て、経済財政諮問会議の中にも不

協和音が出てきている。民間委員が独自に

案を出し始めていますよね。あるいは竹中

さんがそれに同調するような発言を始めて

いるということ自体が、経済財政諮問会議

そのものが機能しなくなっている、あるい

は分裂の危機に来ている。

工藤 それはどうしてなんですかね。確

か（民間委員の）4人はよく首相と打ち合

わせをしていますが。

高橋 結局、経済財政諮問会議を含めた

内閣、あるいは首相のラインの意思決定プ

ロセスが揺らいできたということが、民間

委員にとっては非常に危機感につながって

いるのではないか。もちろん民間委員の

言っていることが正しいとは限りません。

そもそも、減税したら本当に経済がよくな

るかどうかだって、これはわからないです。

だけど、そういう考え方に対して、政府と

して否定しても構わないし、否定するなら

代替案をどうするのかについて、きちっと

柱を立ててくれなくてはいけないと思うの

ですが、1年以上たって、今まで何とかつ

くりかけたその柱が、反対からの押し戻し

でどんどんつぶれ始めているという気がし

てならないのです。

それと構造改革というのは非常に時間

がかかりますから、例えば道路公団の民営

化1つとってみたって、半年、1年で成果が

出るはずがない。制度を変えるということ

についてはものすごく時間がかかるので、

私どもはミクロ的な制度変更については長

い目で小泉内閣を見てあげなくてはいけな

いと思うんです。一方で経済運営をどうし

ていくかということについては、減税しな

いからけしからんと言っているのではなく

て、減税も選択肢だし、歳出カットも選択

肢だし、あるいはこれだけ景気が悪ければ

歳出カットさえも1年間ぐらいはしない方

がいいかもしれない。そういったことも含

めて、今後数年間と、その後の10年ぐらい

を見据えたマクロ経済の運営方針が見えな

くなっているということが非常に危険だと

思います。

例えば短期で、この１年間、来年度予算

まで含めて考えるときに、１つ出ているの

は、ＩＴ（情報技術）や科学技術など重点

的な項目に予算をつけましょうと言ってい

るわけです。けれども、そのためにはどこ

かで歳出を切らなければいけないですよ

ね。財政中立ということであれば、片や

カットしてそれを重点配分しなくてはいけ

ないのですが、そのカットさえもできない

のではないかという懸念が出てきている。

さらにこの1年を見ていくと、アメリカ
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経済が思うように成長しないかもしれな

い。そうすると外需主導の成長さえも崩れ

るかもしれない。であれば、財政赤字を拡

大して景気を下支えするという選択肢もあ

るかもしれないんです。そういうことまで

含めて、この１年間ぐらいの経済運営と３

年ぐらいの経済運営、それから10年ぐらい

の目標、そういうものをきちっと整理して

内閣が提示していかなくてはいけない。

私が思うに、少なくとも自民党が出して

くる政策減税案というのは中期的な活性化

策とは違う、足元の需要喚起策だと思うん

です。需要喚起策と活性化策は違うのでは

ないか。そうであれば、そこのところにつ

いて経済財政諮問会議と党との間で、では

中期的な経済活性化戦略は何なのだという

きちっとした議論がなくてはおかしいので

すが、どうもそれがないままに、党はとに

かく歳出カットはけしからんと。一方で需

要喚起のための減税はしてくれと言ってい

るわけで、経済財政諮問会議がそれに乗っ

かってくる、あるいはそれをのまされてい

く中で、活性化戦略が崩れていってしまう

のではないか。

トップダウンの政策決定ルートをつくれ

工藤 さて、ここまで来た状況を立て直

すためにどうすればいいのか。哲学は何と

なく書いたけれども、現実的にはいろいろ

な政治的問題も出てくる。ただ、もう政策

を決定する段階になっているわけですか

ら、経済財政諮問会議も含めて、首相が流

れを変えない限り、全体的に党に引きずら

れていくのではないでしょうか。

益田 フェルドマンさんが言うように国

民と契約をする、確かにそれが必要なので

す。が、日本の政治システムでは、小泉さ

んは国民に直接選ばれているわけではない

から、なかなか難しいところがある。だけ

ど、今や間接的にでも国民に問わなければ

いけない。そうであれば、小泉さんが自民

党からある程度決裂する覚悟をもって、ひ

とりでマニフェストをつくるしかないで

しょうね。それで、次の選挙で小泉党とし

て国民の信を問うしかない。

工藤 小泉さんが政界再編を主導すると

いう選択肢は現実的には非常に厳しいと思

うんですよ。だけど、リーダーシップを

もって経済財政諮問会議の出した基本方針

を進めていくことはできる。

フェルドマン もう１つ、抵抗勢力を自

民党から追い出すという選択肢もあります

ね。例えば解散総選挙になれば、自民党の

総裁として、だれを比例区リストに載せる

かを自分で選ぶことはできますよね。私の

契約にサインしない人は（リストに）入れ

ないという強硬なことをやったら、それに

抵抗する人たちは自民党を出て自分の党を

つくりなさいということになります。

そうすると、自民党の組織はどこへ行く

かというのが問題ですね。その場合、多分、

組織は小泉さんと一緒に行きましょうとい

うことにならざるを得ないと思うんです。

工藤 最近の小泉さんは党内の方向にか

なり足が向かい始めているように見えます

が。

高橋 4月ぐらいからの経済財政諮問会議
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の議事録をずっと読んでいくと、結構、民

間議員と閣僚、あるいは石さんあたりも

入った議論が随分出るわけですけれども、

その中で首相のリーダーシップが全然見え

ないですね。首相がたまに発言することは

あるけれども、しかし首相としてどう考え

るか、あるいはある程度話が進んだところ

で首相が指示をするという場面がないよう

に思うんです。

益田 経済財政諮問会議が何で動かなく

なったかというと、閣僚が入ってることも

原因でしょうね。諮問会議が本来、首相の

ブレーンスタッフであり、アメリカの大統

領経済諮問委員会（CEA）に似たような

位置付けなのであれば、閣僚が入ってくる

のは非常に奇異なことです。

本来、内閣は一枚岩で、総理大臣と閣僚

とは基本的には同じ意見に収れんしなけれ

ばいけないのだけれども、日本の現実はそ

うではないから。

高橋 閣僚も両方あるんじゃないかと思

うんですよ。例えば塩川（財務大臣）さん

の話を聞いていると、減税先行でもいいと

いう考え方に傾いている。ところが、現場

というか、財務省事務局はとんでもないと

いう感じで、そういう意味では塩川さんな

どは割と民間委員に近いのではないか。あ

るいは平沼経済産業大臣だって、活性化と

いう観点から相当思い切ったことを言って

いるとは思うんですけれども、そういう意

味で閣僚と官僚との間にも相当の壁がある

という気がします。

結局、経済財政諮問会議というのは、そ

もそも総論でしか議論できない。各論で反

対されたら反論できないですから…。官僚

が、閣僚あるいは経済財政諮問会議の考え

方を体現する役割を負っていると思うので

すが、そこが動かない、あるいはむしろ逆

の動きをする。

工藤 それはどこに問題があるのですか。

フェルドマン 大臣だと思いますよ。大

臣が指導しないということ。

益田 個々の大臣の資質や考え方のこと

を言っているのではなくて、システム自体

が問題だと思います。大臣が入ることに

よって、大臣はその省庁の利害をある程度

は言わなければならなくなる。例えば、平

沼さんが経済産業省の立場を代弁せざるを

得ないのも分かります。問題はそういう

方々が諮問会議の中で発言力を持つことで

す。これが経済財政諮問会議が分裂する原

因となっていますよね。

総理大臣の私的諮問委員会なのであれ

ば、まず総理大臣との間で意見を一枚岩で

固めて、それを閣僚経由で官僚に浸透させ

て下におろす。要するにトップダウンの

ルートを強化しなければいけない。それが

今は閣僚が入っているがためにボトムアッ

プのラインも入ってきてしまっている。こ

れが問題ではないかという気がします。

工藤 医療保険制度や道路公団民営化な

どでは小泉さんがリーダーシップを発揮し

ている部分もあると思うのですが。全体的

な経済財政運営という観点で、小泉さんは

今後どうしていけばいいのでしょうか。

フェルドマン まず成長哲学をはっきり

させることですね。例えば「骨太の方針第

2弾」の第2部「経済活性化戦略」の章に、
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6つの戦略として人間力、技術力、経営力

などが挙げられています。それぞれどれぐ

らい成長に貢献するかということを数字で

示してもらう。この最初の部分が成長戦略

ですね。

益田 その議論が大事だというのは異論

はありませんが、今までもそれは散々やっ

てきたと思うんですね。やってきたけれど

も、何でそれが実現されないか。そういう

成長戦略をやると支出も増えるし、減税も

しなければいけないのに、そのときに財政

赤字はどうするかが明確に示されないから

です。例えば、財源が他の歳出カットなの

か国債なのかなどを示さないでおいしい話

だけをするから、財務省や政府税調あたり

から指摘されて、それに答えられないから

進まなくなる。こういう構図です。

とりあえず今は、長期的な活力のための

減税をやる。いろいろな歳出措置も慎重に

やっていく。そうやって景気を軌道に乗せ

てから財政再建を始めるというのであれ

ば、そういう数字をつまびらかに出すべき

なのではないか。いずれにしろ成長のため

に今何が必要なのだというのであれば、そ

れを前提にした数字を築けばいいのです。

高橋 経済成長のためには減税をやって

もそんなに効果はない。規制改革だとか制

度改革を一緒にやるということと、徹底的

に行政改革をして支出を浮かせていく。そ

れから公共事業の中身を変えていく。中身

を変えて、政府が挙げている重点項目の中

にどんどん予算を使っていくということを

すれば、民間から見て成長フロンティアが

見えてきますから、設備投資が増えてくる

と思うんです。そういう意味で質的な改革

というのが非常に重要ではないか。量的に

議論を始めてしまうと、3年やっても5年

やってもだめかなと。

コール どうしても不良債権の議論にす

ぐ入ってしまうでしょう。

高橋 ただ、そこで私が迷うのは、今、

不良資産のない企業が随分出てきている。

でも、彼らは投資をしないですよね。投資

をしてもらうためにはどうしたらいいか。

コール これは私も賛成なんですけれど

も、成長プロセスに対してはどうしても不

良債権の議論を含めないといけない。

高橋 そうですね。だから不良債権のこ

とをのけて議論はできない、これは間違い

ないです。だけど、不良債権があるから何

もできないわけではない。

「骨太の方針第2弾」の採点は？

工藤 最後に伺いますが、今回の「骨太

の方針第2弾」を採点するとしたら何点で

すか。

フェルドマン 私は10点満点で７点。哲

学も入っているし、どういう項目をやって

ほしいかということ。税制と支出を一緒に

した、そういう点は非常に進歩があったと

思います。

工藤 足りないその３点は何ですか。

フェルドマン 数字がはっきりしない。

支出カット何割、増税何割でプライマリー

バランスを改善するかということも入って

いない。あとは政治的にどうやって進める

のか、どうやって押し切るかということは
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ちょっと見えない。それが３点です。

コール 私も大体同じ。問題は、官邸の

リーダーシップが本当にあるかないか、そ

ういうことだけだと思いますけれどもね。

高橋 私はフェルドマンさんと逆で、10

点満点で３点。評価する部分は、例えば外

形標準なども含めてタブーに踏み込んで、

選択肢をきちっと示したということ。でも、

今回出たことで全体的な経済運営の構図が

失われてしまったということが、逆にマイ

ナスに大きく働いているのではないか。も

ちろん経済財政諮問会議の議論は結局は原

理主義で、どうしても減税先行になってし

まうなどの批判はあるかもしれません。民

間に言わせれば、みんなぜいたくを言うと

いうのはあるかもしれませんが、でもそう

いう中で何にウエイトを置いて議論を進め

ていくのかというところが、また見えなく

なってしまった。だから、むしろ後退して

いるのではないかという意味で、マイナス

の方が非常に大きいのではないかと思いま

すけれどもね。

益田 私も３点ですね。それぞれの定性

的な方針は、非常にリーズナブルです。こ

れ自体は非常によくできていると思いま

す。ただ、スケジュールと将来展望が正直

に示されていない。例えば、いずれ必要な

財政再建と現実の経済の停滞との整合性を

どうとるのか。これを具体的な数字ととも

に示す作業をやってほしい。それが欠けて

いるから、１年前に比べて進歩しないのだ

ろうということですね。

工藤 分かりました。どうもありがとう

ございました。

（聞き手は工藤泰志・言論NPO代表）
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